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1.  平成22年3月期第3四半期の連結業績（平成21年4月1日～平成21年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年3月期第3四半期 17,708 △23.2 81 △94.2 109 △92.9 175 ―

21年3月期第3四半期 23,063 ― 1,407 ― 1,538 ― △1,145 ―

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

22年3月期第3四半期 1.88 ―

21年3月期第3四半期 △1.23 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

22年3月期第3四半期 14,690 9,468 64.5 101.72
21年3月期 14,126 9,176 65.0 9.86

（参考） 自己資本   22年3月期第3四半期  9,467百万円 21年3月期  9,176百万円

2.  配当の状況 

（注）配当予想の当四半期における修正の有無  無  

配当の状況において平成22年３月期の配当につきましては、収益環境が未確定なため未定としております。具体的金額については決定次第速やかにお
知らせいたします。 

1株当たり配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年3月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
22年3月期 ― 0.00 ―

22年3月期 
（予想）

― ―

3.  平成22年3月期の連結業績予想（平成21年4月1日～平成22年3月31日） 
（％表示は対前期増減率）

（注）連結業績予想数値の当四半期における修正の有無  有  
連結通期の業績予想の詳細については、本日（平成22年２月12日）公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」をご覧ください。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 23,390 △17.9 223 △80.0 253 △80.7 271 ― 2.92
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4.  その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  無  

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  有  
（注）詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成のための基本となる重
要な事項等の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、６ページ【定性的情報・財務諸表等】４．その他をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

（注）平成21年３月期第３四半期の期中平均株式数（四半期累計期間）及び平成21年３月期期末発行済株式数（自己株式を含む）、期末自己株式数
については平成21年７月31日を効力発生日とした株式併合を考慮しておりません。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後の様々な要因によって予
想数値と異なる場合があります。なお、業績予想に関する事項は５ページ「【定性的情報・財務諸表等】３．連結業績予想に関する定性的情報」をご参考く
ださい。 
 
上記２．配当の状況において平成22年３月期の配当につきましては、収益環境が未確定なため未定としております。具体的金額については決定次第速や
かにお知らせいたします。 
当社は、平成21年７月31日を効力発生日として普通株式10株を１株に併合しております。 

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 有

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 22年3月期第3四半期 93,485,800株 21年3月期  934,858,000株

② 期末自己株式数 22年3月期第3四半期  405,019株 21年3月期  4,047,939株

③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 22年3月期第3四半期 93,080,892株 21年3月期第3四半期 933,921,202株
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当社は、平成21年７月31日を効力発生日として普通株式10株につき１株の割合で株式併合を実施しており

ます。当該株式併合が前期首に行なわれたと仮定した場合の21年３月期第３四半期の１株当たり純資産額及

び１株当たり四半期損失は以下のとおりであります。 

  

 
  

  

  

  

（ご参考）株式併合に伴う遡及修正値

回次
第５期

第３四半期連結 
累計期間

第５期
第３四半期連結 

会計期間

会計期間
自 平成20年４月１日
至 平成20年12月31日

自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日

１株当たり純資産額 (円) ― 109.08

１株当たり四半期純損失 (円) △12.27 △16.20

潜在株式調整後 
１株当たり四半期純利益

(円) ― ―
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当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、米国のサブプライムローン問題に端を発した混乱か

ら、持ち直しの傾向がみられるものの、依然として予断を許さない状況にあるといえます。政府の景気対

策等により、個人消費が持ち直しつつあるものの、雇用情勢や所得環境は低迷しており、厳しい状況が引

続くものと考えられます。企業の経営環境についても、設備投資意欲は冷え込んだ状態で、低迷が引続い

ておりますが、在庫調整が一巡し、一部業種ではアジア向けの輸出などを背景に生産量の回復の兆しが見

えております。しかしながら、先行きに予断を許さない状況であります。 

このような状況のなか、当社は成長性と安全性を重視した事業ポートフォリオの構築を基本方針とし

て、投資先であるグループ企業のバリューアップに努めてまいりました。その結果、当第３四半期連結累

計期間の業績は、売上高177億８百万円（前年同期230億６千３百万円）、営業利益８千１百万円（前年同

期14億７百万円）、経常利益１億９百万円（前年同期15億３千８百万円）、四半期純利益１億７千５百万

円（前年同期四半期純損失11億４千５百万円）となりました。 

当社グループの各事業の概況は下記の通りであります。 

（ダイカスト事業） 

ダイカスト事業におきましては、世界的な不況により主要取引先であります自動車業界での、販売台数

の減少等の傾向が顕著となりました。当社におきましても、受注が減少し、売上高は前年度比で４割減と

なりましたが、生産効率のアップや経費削減等により損益分岐点の大幅な引下げに努めました。その結

果、売上高35億９千６百万円（前年同期58億８千８百万円）、営業損失１千３百万円（前年同期営業損失

３億１百万円）となりました。 

（食品流通事業） 

食品流通事業におきましては、当社の主要販売商品である酒類におきましては、消費者の低価格志向、

酒類販売免許の完全自由化に伴う競合相手の増加の影響が引き続いております。また、食品関係につきま

しては、大手スーパーの食品ディスカウント業務拡大の影響も出ており、合理化による経費の削減に努め

ましたが、売上高85億６千３百万円（前年同期94億８千１百万円）、営業利益９千４百万円（前年同期２

億２千３百万円）となりました。 

（酒類製造事業） 

酒類製造事業におきましては、業界全体におけるここ数年の酒類消費量は引続き減少傾向にあります。

内訳をみると、リキュール類の消費増加は続いていますが、清酒は依然として低迷しております。鈍化し

たものの乙類焼酎の伸びが続いていましたが、甲乙混和焼酎の台頭等により需要は頭打ちになりつつあり

ます。さらに、景気低迷や金融市場の混乱等による個人消費の冷え込みが引続いておりますが、当社にお

きましては、経費の削減等による増益を実現し、売上高28億２千９百万円（前年同期28億３千７百万

円）、営業利益３億８千８百万円（前年同期２億６千４百万円）となりました。 

（教育関連事業） 

当社グループの教育事業につきましては、医療・福祉法人と提携し認知症緩和ケア教育（タクティール

教育を含む）の実施を行っている部門、株式会社立「ウィッツ青山学園高等学校」の運営を行っている部

門および主に学習塾向け教材の制作・販売及びテスト関連事業を行っている部門の三つに大別されます。

認知症緩和ケア教育等の普及につきましては、認知症ケアに対するニーズは大きく各地でのセミナー開催

や広告効果により認知度は高まりつつあり、セミナー受講者数は着実に増加しておりますが、普及のため

の広告宣伝費等の初期投資が先行しております。高等学校（定時制・通信制）運営につきましては、平成

17年９月に開校した新しい学校のため生徒数増大が最重要課題であり、特にインターネットを活用した通

信制課程の生徒獲得に注力しております。テスト関連部門では、中学生向け会場テストの新採点方式が高

評価を受け、公立中学を中心にシェアを拡大しつつあります。しかしながら、教材販売が低迷しました。

その結果、全体として売上高20億６千７百万円（前年同期21億６百万円）、営業利益７千４百万円（前年

同期１千７百万円）となりました。 

（不動産事業） 

不動産事業におきましては、米国でのサブプライムローン問題に端を発した市況の低迷を脱しつつあり

ますが、当社におきましては、積極的に活動することを手控えており、売上高０百万円（前年同期20億４

・定性的情報・財務諸表等

1. 連結経営成績に関する定性的情報

㈱東理ホールディングス（5856）平成22年３月期第３四半期決算短信

4



千９百万円）、営業損失８百万円（前年同期営業利益17億３千万円）となりました。 

（その他事業） 

その他事業におきましては、損害保険代理業務、リフォーム関連業務等を行っており、売上高６億５千

１百万円（前年同期６億９千９百万円）、営業損失２千万円（前年同期営業利益２千７百万円）となりま

した。 

  

当第３四半期連結会計期間末における総資産は146億９千万円（前連結会計年度末141億２千６百万円）

となり５億６千４百万円の増加となりました。 

これは主として現金及び預金２億８千１百万円、受取手形及び売掛金６億５千１百万円の増加などによ

るものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における負債は52億２千２百万円（前連結会計年度49億５千万円）となり

２億７千２百万円の増加となりました。 

これは主として支払手形及び買掛金４億６千８百万円の増加などによるものであります。 

当第３四半期連結会計期間末における純資産は94億６千８百万円（前連結会計年度91億７千６百万円）

となり２億９千１百万円増加いたしました。 

これは主として四半期純利益１億７千５百万円、その他有価証券評価差額金１億１千６百万円の増加な

どによるものであります。 

  

業績予想につきましては、第３四半期連結会計期間における業績の推移を勘案し、業績予想の見直しを

行った結果、平成21年10月15日に訂正開示し、公表いたしました平成22年３月期の連結業績予想及び平成

21年11月12日に公表いたしました「業績予想の修正等に関するお知らせ」の平成22年３月期の個別業績予

想を修正しております。なお、業績予想の修正につきましては、本日発表の「業績予想の修正等に関する

お知らせ」をご参照ください。 

  

2. 連結財政状態に関する定性的情報

3. 連結業績予想に関する定性的情報
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該当事項はありません。 

①一般債権の貸倒見積高の算定方法 

 当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい変化がない

ため前連結会計年度末の貸倒実績率を使用して貸倒見積高を算定しております。 

②棚卸資産の評価方法 

 当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、前連結会計年度末の実地棚卸高を基礎とし

て合理的な方法により算出する方法によっております。また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益

性の低下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行なう方法によっておりま

す。 

③法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定方法 

 法定実効税率をベースとした年間予測税率により算定しております。 

 なお、法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 

①会計処理基準に関する事項の変更 

（完成工事高及び完成工事原価の計上基準の変更） 

 請負工事に係る収益の計上基準については、従来、工事完成基準を適用しておりましたが、「工事

契約に関する会計基準」（企業会計基準第15号 平成19年12月27日）及び「工事契約に関する会計基準

の適用指針」（企業会計基準適用指針第18号 平成19年12月27日）を当第１四半期連結会計期間より適

用し、当第１四半期連結会計期間に着手した工事契約から、当第３四半期連結会計期間末までの進捗部

分について成果の確実性が認められる工事については工事進行基準（工事の進捗率の見積りは原価比例

法）を、その他の工事については工事完成基準を適用しております。 

 これによる当第３四半期連結累計期間における損益及びセグメントに与える影響は軽微であります。

②表示方法の変更 

 （四半期連結貸借対照表） 

前第３四半期連結会計期間末において「建物及び構築物（純額）」は有形固定資産として一括掲記し

ておりましたが、第１四半期会計期間末より、総資産の100分の10を越えたため、有形固定資産「建物

及び構築物（純額）」として表示しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間末の有形固定資産に含めていた「建物及び構築物（純額）」は15億

２千６百万円であります。 

（四半期連結損益計算書関係） 

 前第３四半期連結会計期間及び前第３四半期連結累計期間の四半期連結損益計算書において、営業外

収益の「その他」に含めていた「補助金収入」（前第３四半期連結会計期間585千円、前第３四半期連

結累計期間1,200千円）は当第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間において営業外収益

の総額の100分の20を超えたため当第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間より区分掲記

しております。 

  

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更

㈱東理ホールディングス（5856）平成22年３月期第３四半期決算短信
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5.【四半期連結財務諸表】 
(1)【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 1,679,665 1,398,252

預け金 － 19,977

受取手形及び売掛金 2,666,187 2,014,197

有価証券 13,553 13,464

販売用不動産 537,060 537,060

商品及び製品 1,380,175 1,487,920

仕掛品 587,826 531,038

原材料及び貯蔵品 227,492 248,051

短期貸付金 44,037 54,541

未収入金 123,957 101,150

その他 288,095 225,342

貸倒引当金 △59,890 △123,184

流動資産合計 7,488,161 6,507,811

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,392,584 1,491,782

その他（純額） 2,097,106 2,311,496

有形固定資産合計 3,489,690 3,803,278

無形固定資産   

のれん 584,751 622,188

その他 127,018 158,598

無形固定資産合計 711,770 780,786

投資その他の資産   

投資有価証券 604,138 764,041

デリバティブ債権 498,590 370,669

敷金 344,784 355,710

出資金及び保証金 504,648 460,377

長期貸付金 1,523,742 1,545,678

破産更生債権等 1,670,837 1,618,848

その他 373,734 371,698

貸倒引当金 △2,519,854 △2,452,679

投資その他の資産合計 3,000,622 3,034,344

固定資産合計 7,202,083 7,618,409

資産合計 14,690,245 14,126,220
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 2,288,234 1,820,234

短期借入金 409,885 635,533

1年内償還予定の社債 30,000 30,000

未払金 372,966 383,007

未払法人税等 50,097 82,824

未払消費税等 65,350 62,401

未払費用 579,910 417,582

賞与引当金 7,551 34,636

返品調整引当金 19,051 27,704

その他 279,151 113,898

流動負債合計 4,102,199 3,607,822

固定負債   

社債 90,000 120,000

長期借入金 437,986 703,019

長期未払金 53,575 90,621

デリバティブ債務 498,590 370,669

退職給付引当金 27,755 35,206

繰延税金負債 176 －

その他 11,911 22,762

固定負債合計 1,119,994 1,342,277

負債合計 5,222,193 4,950,100

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,000,000 10,000,000

資本剰余金 2,146,486 4,707,852

利益剰余金 △651,419 △5,388,174

自己株式 △27,234 △27,226

株主資本合計 9,467,833 9,292,450

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 110 △116,433

評価・換算差額等合計 110 △116,433

少数株主持分 107 102

純資産合計 9,468,051 9,176,120

負債純資産合計 14,690,245 14,126,220
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(2)【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 23,063,247 17,708,353

売上原価 17,599,022 14,126,675

売上総利益 5,464,225 3,581,677

販売費及び一般管理費 4,056,603 3,499,700

営業利益 1,407,621 81,976

営業外収益   

受取利息 35,772 22,098

受取配当金 602 935

有価証券運用益 109,767 89

受取賃貸料 20,639 22,740

補助金収入 － 11,635

その他 34,587 31,480

営業外収益合計 201,368 88,979

営業外費用   

支払利息 36,155 25,811

手形売却損 14,683 8,485

支払地代 18,780 18,328

その他 536 8,382

営業外費用合計 70,156 61,008

経常利益 1,538,833 109,947

特別利益   

固定資産売却益 4,000 20,387

貸倒引当金戻入額 995 6,634

投資有価証券売却益 － 134,199

店舗閉鎖益 9,181 －

その他 2,294 6,336

特別利益合計 16,472 167,557

特別損失   

固定資産除売却損 21,812 8,112

投資有価証券評価損 2,420,900 29

減損損失 93,245 －

貸倒引当金繰入額 24,232 41,088

店舗閉鎖損失 2,600 －

過年度人件費 － 12,100

その他 6,492 4,058

特別損失合計 2,569,283 65,388

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,013,977 212,115

法人税等 87,689 36,720

少数株主利益 43,984 5

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,145,651 175,389
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 7,325,629 6,605,577

売上原価 5,894,476 5,354,263

売上総利益 1,431,153 1,251,313

販売費及び一般管理費 1,332,798 1,215,472

営業利益 98,355 35,840

営業外収益   

受取利息 12,312 6,287

受取配当金 99 115

有価証券運用益 352 －

受取賃貸料 6,123 7,635

受取手数料 10,296 －

補助金収入 － 1,315

その他 4,717 6,657

営業外収益合計 33,900 22,011

営業外費用   

支払利息 12,354 7,920

手形売却損 5,212 3,927

支払地代 6,323 5,936

有価証券運用損 － 306

その他 32 87

営業外費用合計 23,923 18,179

経常利益 108,332 39,672

特別利益   

貸倒引当金戻入額 366 1,158

投資有価証券売却益 － 99,005

受取補償金 967 －

その他 － 311

特別利益合計 1,334 100,475

特別損失   

固定資産除売却損 10,020 1,075

投資有価証券評価損 1,521,888 29

貸倒引当金繰入額 － 19,000

役員退職慰労金 － 2,400

その他 932 413

特別損失合計 1,532,841 22,918

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△1,423,174 117,229

法人税等 58,010 26,342

少数株主利益 28,575 107

四半期純利益又は四半期純損失（△） △1,509,760 90,778
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該当事項はありません。 

  

当社は平成21年７月30日付けで、欠損てん補に伴う減資を行いました。この結果、第２四半期連結会
計期間において資本金20億円、その他資本剰余金25億６千１百万円がそれぞれ減少しており、利益剰余
金45億６千１百万円が増加しております。この結果、当第３四半期連結会計期間末における資本金が80
億円、その他資本剰余金が21億４千６百万円となっております。 

  

5. その他の情報 

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

(3) 継続企業の前提に関する注記

(4) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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